
工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 書



　（総則）

　（業務の予定量）

（１） 件

（２）  

（３）

　（収益的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（資本的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

　（一時借入金）

平成３１年度新城市工業用水道事業会計予算

第１条　平成３１年度新城市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

給 水 件 数 5

年 間 総 給 水 量 311,100

基 本 使 用 水 量 850  ／日

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　収　　　　　　　　　　入

工業用水道事業収益 13,147

営 業 収 益 12,155

営 業 外 収 益 990

　　　　　支　　　　　　　　　　出

工業用水道事業費用 13,723

営 業 費 用 13,182

営 業 外 費 用 539

特 別 損 失 2

　　　　　支　　　　　　　　　　出

工業用水道事業資本的支出 816

企 業 債 償 還 金 816

第５条　一時借入金の限度額は、1,000千円と定める。

第４条　資本的支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に

　対し不足する額 816千円は、過年度分損益勘定留保資金 816千円で補てんするものと

　する。）
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　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　 千円

新城市長　穂　積　亮　次

予定支出の各項に不足が生じた場合における各項間の流用

職 員 給 与 費 4,596

　平成３１年２月２６日　提出

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。
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工業用水道事業会計予算説明 書



備考

1

13,147

1 営 業 収 益 12,155

1 給 水 収 益 12,154

2 その他営業収益 1

2 営 業 外 収 益 990

1 長期前受金戻入 986

2 消 費 税 還 付 金 1

3 雑 収 益 3

3 特 別 利 益 2

1 固定資産売却益 1

2 その他特別利益 1

備考

1

13,723

1 営 業 費 用 13,182

1 原水及び浄水費 4,776

2 配水及び給水費 702

3 総 係 費 4,620

4 減 価 償 却 費 3,083

5 資 産 減 耗 費 1

2 営 業 外 費 用 539

1 支 払 利 息 236

2 消 費 税 300

3 雑 支 出 3

3 特 別 損 失 2

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 1

予　定　額 備考

1 千円

816 

1 企 業 債 償 還 金 816 

1 企 業 債 償 還 金 816 

平成３１年度新城市工業用水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収益的収入

款 項 目 予　定　額

工業用水道事業収益 千円

収益的支出

款 項 目 予　定　額

工業用水道事業費用 千円

資本的収入及び支出

資本的支出

款 項 目

工 業 用 水 道 事 業

資 本 的 支 出
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー：

 　　 当年度純損失 △ 857

　　　減価償却費 3,083

　　　賞与引当金の増減額（減少は△） 23

　　　法定福利費引当金の増減額（減少は△） 5

　　　長期前受金戻入額 △ 986

　　　支払利息 236

　　　固定資産除却損 1

　　　未収金の増減額（増加は△） △ 118

　　　未払金の増減額（減少は△） 11

　　　　　小計 1,398

　　　利息の支払額 △ 236

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,162

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 0

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良企業債の償還による支出 △ 816

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 816

Ⅴ　資金増加(減少)額 346

Ⅵ　資金期首残高 47,507

Ⅶ　資金期末残高 47,853

平成31年度新城市工業用水道事業会計

予定キャッシュフロー計算書

(平成31年4月1日から平成32年3月31日)
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１  総　　括

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

(    )

1 2,518 1,244

(    )

(    )

1 2,518 1,244

(    )

1 2,445 1,071

(    )

(    )

1 2,445 1,071

(    )

0 73 173

(    )

(    )

0 73 173

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

給 与 費 明 細 書

職 員 数 給 与 費

(千円) (千円) (千円)

3,762 834 4,596

3,762 834 4,596

3,516 806 4,322

3,516 806 4,322

246 28 274

246 28 274

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1 1 120 86 77

前 年 度 1 1 1 86 68

比 較 0 0 119 0 9

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 561 397

前 年 度 536 377

比 較 25 20

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1 1,244

前 年 度 1 1,071

比 較 0 173

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額312千円が含まれ
る。また、法定福利費には、翌年度6月法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費繰入額58千円が含まれる。

区 分 特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金
職 員
手 当 等

計 法 定 福 利 費 合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

区 分

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外 勤 務
手 当

区 分

期 末
手 当

勤 勉
手 当

地 域
手 当

宿 日 直
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

区 分

退 職
手 当

管 理 職 員
特別勤務手当

単 身 赴 任
手 当

児 童
手 当

計

本

年

度

前

年

度

比

較

職

員

手

当

等

の

内

訳
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

・給料の改定率　0.48%

・給料改定実施時期　平成30年4月

勤勉手当　6月期 12月期

改定前 　0.900月 0.900月

改定後 　0.925月 0.925月

３　給料及び職員手当等の状況

(１)  職員１人当たり給与

＊短時間勤務職員を除く。

(２)　初任給

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
(千円) (千円)

1千円

11千円

162千円

平均給料月額(円) 0

平均給与月額(円) 0

平 均 年 齢 (歳) 0.00

平均給料月額(円) 147,100

平均給与月額(円) 192,754

平 均 年 齢 (歳) 19.34

一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 ( 円 )

高 校 卒 148,600 148,600

短 大 卒 161,300 161,300

大 学 卒 180,700 180,700

区 分 説 明 備 考

昇給に伴う
増加分

60 平均昇給率 2.44%

給与改定に
伴う増減分

12

その他の増
減分

1 職員の異動等に伴
う増減分

異動･その他

勤勉手当支給率改
定に伴う増減分

その他の増
減分

162 職員の異動等に伴
う増減分

異動･その他

区 分 事 務 ･ 技 術 職

平成31年1月1日 現在

平成30年1月1日 現在

区 分 事 務 ・ 技 術 職 ( 円 )

給 料 73

職 員
手当等

173 給与改定に
伴う増減分

11
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(３)　級別職員数

※（　）は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入してあるので、その合計が100%にならない場合がある。

　(級別の標準的な職務内容)

行 政 職 給 料 表 （ 一 ）

事 務 ･ 技 術 職

職 員 数 構 成 比

(人) (％)

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

( 1) ( 100.0)

(      ) (      )

( 1) ( 100.0)

0 0.0 

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

1 100.0 

(      ) (      )

1 100.0 

行 政 職 給 料 表 （ 一 ）

事 務 ･ 技 術 職

7 級 部長、理事の職務

6           級 副部長、課長、参事の職務

5           級 副課長、副参事の職務

4 級 係長、主査の職務

3 級 主任の職務

2 級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

1 級 定型的な業務を行う職務

区          分 級

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

区 分

平 成 31 年 1 月 1 日 現 在

平 成 30 年 1 月 1 日 現 在
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（平成３２年３月３１日）

1
(１)

イ 土 地 4,137
ロ 建 物 12,424

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,530 3,894
ハ 構 築 物 180,628

減 価 償 却 累 計 額 △ 146,019 34,609
ニ 機 械 及 び 装 置 55,081

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,918 17,163
有 形 固 定 資 産 合 計 59,803
固 定 資 産 合 計 59,803

2
(１) 47,853
(２) 608

48,461
108,264

3
(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源
に 充 て る た め の 企 業 債 11,672

11,672
固 定 負 債 合 計 11,672

4
(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 830

830
(２) 1,597
(３)

イ 賞 与 引 当 金 312
ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 58

370
2,797

5
165,940

24,275
38,744

6 39,031
7

(１)
イ 受 贈 財 産 評 価 額 4,137
ロ 工 事 負 担 金 1

資 本 剰 余 金 合 計 4,138
(２)

イ 減 債 積 立 金 300
ロ 利 益 積 立 金 1,300
ハ 建 設 改 良 積 立 金 1,000
ニ 当年度未処分利益剰余金 23,751

利 益 剰 余 金 合 計 26,351
剰 余 金 合 計 30,489
資 本 合 計 69,520
負 債 資 本 合 計 108,264

平成３１年度新城市工業用水道事業予定貸借対照表

（単位：千円）

資　産　の　部
固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

流　動　資　産
現 金 預 金
未 収 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　債　の　部
固　定　負　債

企 業 債

企 業 債 合 計

流　動　負　債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
引 当 金

引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △ 141,665
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　本　の　部
資  　本 　 金
剰    余    金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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1

(1) 11,169

(2) 1 11,170

2

(1) 4,772

(2) 575

(3) 4,340

(4) 3,409

(5) 1 13,097

1,927

3

(1) 1,504

(2) 1

(3) 3 1,508

4

(1) 250

(2) 3 253 1,255

672

672

25,280

24,608

平成３０年度新城市工業用水道事業予定損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

消 費 税 還 付 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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（平成３１年３月３１日）

1
(１)

イ 土 地 4,137
ロ 建 物 12,424

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,380 4,044
ハ 構 築 物 180,628

減 価 償 却 累 計 額 △ 144,590 36,038
ニ 機 械 及 び 装 置 55,081

減 価 償 却 累 計 額 △ 36,413 18,668
有 形 固 定 資 産 合 計 62,887
固 定 資 産 合 計 62,887

2
(１) 47,507
(２) 490

47,997
110,884

3
(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源
に 充 て る た め の 企 業 債 12,502

12,502
固 定 負 債 合 計 12,502

4
(１)

イ 建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 815

815
(２) 1,586
(３)

イ 賞 与 引 当 金 289
ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 53

342
2,743

5
165,940

25,262
40,507

6 39,031
7

(１)
イ 受 贈 財 産 評 価 額 4,137
ロ 工 事 負 担 金 1

資 本 剰 余 金 合 計 4,138
(２)

イ 減 債 積 立 金 300
ロ 利 益 積 立 金 1,300
ハ 建 設 改 良 積 立 金 1,000
ニ 当年度未処分利益剰余金 24,608

利 益 剰 余 金 合 計 27,208
剰 余 金 合 計 31,346
資 本 合 計 70,377
負 債 資 本 合 計 110,884

平成３０年度新城市工業用水道事業予定貸借対照表

（単位：千円）

資　産　の　部
固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

流　動　資　産
現 金 預 金
未 収 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　債　の　部
固　定　負　債

企 業 債

企 業 債 合 計

流　動　負　債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
引 当 金

引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △ 140,678
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　本　の　部
資  　本 　 金
剰    余    金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 15 年～65 年

構築物 10 年～60 年

機械及び装置 10 年～20 年

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一

般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して

いない。

（２）賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末

における支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

新城市工業用水道事業は、報告セグメントが 1 つのため、記載を省略している。

Ⅲ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

当事業年度において、期末手当・勤勉手当を支給するため、賞与引当金２８９千

円を取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

当事業年度において、期末手当・勤勉手当に係る法定福利費を支払うため、法定

福利費引当金５３千円を取り崩す。
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（１　款）　工業用水道事業収益

　１　項　　営業収益

　２　項　　営業外収益

　３　項　　特別利益

（１　款）　工業用水道事業費用

平成３１年度新城市工業用水道事業会計予算事項別明細書

収益的収入

千円 千円 千円

1 給 水 収 益 12,154 12,062 92

2 そ の 他 営 業 収 益 1 1 0

計 12,155 12,063 92

1 長 期 前 受 金 戻 入 986 1,504 △ 518

2 消 費 税 還 付 金 1 1 0

3 雑 収 益 3 3 0

計 990 1,508 △ 518

1 固 定 資 産 売 却 益 1 1 0

2 そ の 他 特 別 利 益 1 1 0

計 2 2 0

収 益 的 収 入 合 計 13,147 13,573 △ 426

収益的支出

　１　項　　営業費用

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１ 原水及び浄水費 4,776 5,147 △ 371 4,776 

２ 配水及び給水費 702 620 82 702 

３ 総 係 費 4,620 4,346 274 4,620 

４ 減 価 償 却 費 3,083 3,409 △ 326 3,083 

５ 資 産 減 耗 費 1 1 0 1 

計 13,182 13,523 △ 341 13,182 

目 本 年 度 前 年 度 比 較

目 本 年 度 前 年 度 比 較 一 般
財 源国・県

支出金
地方債 その他
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1 水 道 料 金 12,154 　給水件数　　　　　　　　　　　　5件
　基本使用水量　　　　　　　　　850 ／日
　使用水量料金　　　 　　　　11,169千円
　消費税相当額　　　　　　　　　985千円

1 雑 収 益 1

1 受贈財産評価額 68

2 工 事 負 担 金 918

1 消 費 税 還 付 金 1

1 賞与等引当金戻入益 2

2 そ の 他 雑 収 益 1

1 固定資産売却益 1

1 その他特別利益 1

1 備 消 品 費 7 　事務用消耗品費

2 委 託 料 1,141 　設備点検、草刈清掃、水質検査委託

3 賃 借 料 58 　借地料

4 修 繕 費 300 　施設修繕費

5 動 力 費 3,270 　電気料金

1 委 託 料 302 　設備点検費

2 修 繕 費 400 　施設修繕費

1 給 料 2,518 　職員１名分

2 職 員 手 当 等 932 　職員１名分

3 賞与等引当金繰入額 370

4 法 定 福 利 費 776 　職員１名分

5 旅 費 13 　普通旅費

6 委 託 料 4 　派出業務委託料

7 手 数 料 7 　預金残高証明手数料

1 有形 固定 資産 減価 償却 費 3,083 　建物、構築物、機械及び装置

1 固定資産除却費 1 　構築物、機械及び装置

節

区　　　　分 金　　　　額

千円

千円

説　　　　　　　　　　明

節

説　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　　　額
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（１　款）　工業用水道事業資本的支出

　２　項　　営業外費用

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１ 支 払 利 息 236 250 △ 14 236 

２ 消 費 税 300 300 0 300 

３ 雑 支 出 3 3 0 3 

計 539 553 △ 14 539 

　３　項　　特別損失

1 固定資産売却損 1 1 0 1 

2 過年度損益修正損 1 1 0 1 

計 2 2 0 2 

資本的支出

　１　項　　企業債償還金

本 年 度 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１ 企業債償還金 816 5,802 △ 4,986 816 

計 816 5,802 △ 4,986 816 

資本的支出合計 816 5,802 △ 4,986 816 

目 本 年 度 前 年 度 比 較 一 般
財 源国・県

支出金
地方債 その他

目 本 年 度 前 年 度 比 較 一 般
財 源国・県

支出金
地方債 その他
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1 企 業 債 利 息 236

1 消 費 税 300

1 そ の 他 雑 支 出 3

1 固定資産売却損 1

1 過年度損益修正損 1

1 償 還 元 金 816

千円

千円

節

説　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　　　額

節

説　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　　　額
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